
金融取引では、公正な競争の確保、マネー・ローンダリングの防止、インサイダー取引の禁止など、遵守すべき法
令やルールが多数存在するほか、社会的規範を逸脱することがないよう、不健全な融資や営業活動を慎み、誠実で公
正な行動をとることが求められます。

琉球銀行は、こうした法令やルールを厳正に遵守するため、法令等遵守（コンプライアンス）の徹底を、経営の最
重要課題と位置づけ、経営陣自ら率先してコンプライアンスの推進に取り組んでいます。

琉球銀行では、頭取を委員長とするコンプライアンス委員会を設置して重要事項等を審議しています。また、コン
プライアンス担当役員のもとコンプライアンスの企画・推進を行うリスク統括部を設けています。さらに、各部店で
はコンプライアンス統括責任者（部長、支店長）ならびにコンプライアンス担当者（副部長、次長、副支店長等）を
配置し、日々のチェック体制を強化しています。そのほか、全役職員に対し「コンプライアンス・マニュアル」を配
布し、コンプライアンス関連研修や各部署における勉強会などを通じてコンプライアンスの周知、徹底を図っていま
す。

琉球銀行は、コンプライアンスを着実に実現させるため、コンプライアンス・プログラム（実践計画）を策定し、
コンプライアンスに関する諸施策や担当部署等を明確にして実践しています。具体的には、リスク統括部において新
商品やサービス等が法令等を遵守しているかどうか事前に確認しているほか、各部署においてはコンプライアンス・
チェックを定期的に実施しています。また、コンプライアンス・プログラムの実施状況をコンプライアンス委員会等
でフォローし、諸施策を着実に実施していくことによって、法令等遵守（コンプライアンス）体制の強化に努めてい
ます。

マネー・ローンダリング ： 日本語では資金洗浄といい、麻薬や各種の犯罪等を通じた不正な利益を預金や為替、有価証券等の取引を通じて正
当な収入に見せかけたり、資金の真の所有者を分からなくする行為です。

インサイダー取引 ： 内部者取引ともいい、職員が業務上知り得た未公開の情報に基づき、株式等を売買することで、法律で禁止されて
います。

法令等遵守（コンプライアンス）体制

コンプライアンス体制

取締役会

コンプライアンス委員会

リスク統括部
（コンプライアンス・オフィサー）

本部 営業店

指導
報告
相談
リーガル
チェック

指導

報告・相談

審議
諮問
報告

指示

審議
報告

指示

（含む事故・苦情）

検査

報告

報告

指導・助言

相談

指導・助言
（オブザーバー）

顧
問
弁
護
士

事
務
統
括
部

（
営
業
店
検
査
班
）

監
査
役

監
査
部

監査

報告

報告

指導・助言

相談

業務執行監査

オブザーバー参加

23

法令等遵守（コンプライアンス）体制

011_0894585682607.indd   23 2014/07/30   9:56:24



１．銀行の社会的責任と公共的使命を果たします。
２．法令やルールを厳格に遵守します。
３．反社会的勢力との関係遮断を徹底します。

４．質の高い金融サービスを提供します。
５．社会とのコミュニケーションを図ります。
６．役職員の人権等を尊重します。

コンプライアンスに対する基本方針は、経営理念に則り、また全国銀行協会制定の「行動憲章」を踏まえて策定し
ています。これらは、琉球銀行の職員が日々の業務を遂行する上で基本となるものです。

コンプライアンス基本方針

【全国銀行協会】
連 絡 先 ： 全国銀行協会相談室
電話番号 ： 0570-017109 または 03-5252-3772
受 付 日 ： 月曜日～金曜日（祝日および銀行の休業日を除く）
受付時間 ： 午前９時 ～ 午後５時
※�全国銀行協会は銀行法および農林中央金庫法上の

指定紛争解決機関です。

【信託協会】
連 絡 先 ： 信託協会信託相談所
電話番号 ： 0120-817335 または 03-3241-7335
受 付 日 ： 月曜日～金曜日（祝日および銀行の休業日を除く）
受付時間 ： 午前９時 ～ 午後５時15分
※�信託協会は信託業法および金融機関の信託業務の

兼営等に関する法律上の指定紛争解決機関です｡

当行が契約している指定紛争解決機関

市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会生活の発展を妨げる反社会的勢力に対する基本方針を以下
のように定め、役職員一同これを遵守することにより、業務の適切性と健全性の確保に努めます。

反社会的勢力に対する基本方針

１．	�反社会的勢力には組織として対応します。また、反社会的勢力に対応する役職員の安全確保に努めます。
２．	�反社会的勢力からの不当要求に備えて、平素から警察や、警察関係機関および弁護士等外部の専門機関との

連携関係を構築することに努めます。
３．	�反社会的勢力とは取引関係を含めて一切の関係をもちません。
４．	�反社会的勢力による不当要求に対しては一切応じず、民事および刑事の両面から法的対応を行います。
５．	�反社会的勢力に対して裏取引や資金提供は絶対に行いません。

金融商品の販売等にあたっては以下の項目を遵守し、お客さまに対して金融商品の適正な勧誘を行います。

勧誘方針

１．�お客さまの知識、経験、投資目的および財産等の状況に照らし、適切な金融商品の勧誘を行います。
２．�商品内容やリスク内容など重要な事項を十分理解していただけるよう、適切な商品説明に努めます。
３．	�断定的判断を提供したり、事実と異なる情報を提供するなど、お客さまの誤解を招くような説明は行いません。
４．�お客さまにとって不都合な時間帯やお客さまに迷惑な場所などで勧誘を行いません。
５．�お客さまに対し適切な勧誘を行うことができるよう行内の研修体制を充実させ、商品知識の習得に努めます。

当行が確定拠出年金制度の運営管理業務を行うにあたっても、確定拠出年金法上の「企業型年金に係る運営管
理業務のうち運用の方法の選定および加入者等に対する提示の業務」および「個人型年金に係る運営管理機関の
指定もしくは変更」に関して、上記の勧誘方針を準用いたします。 

「勧誘方針」は、「金融商品の販売等に関する法律」第９条に定める「勧誘に関する方針」です。
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